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はじめに

　1992年は国際家族年であった。それに関連
して、世界各地で開催されたさまざまな催し
を通して、私たちは、社会生活における家族
の果す役割の重大さについて考える機会が得
られたことを確認できる。そこでは、家族が
子どもだけでなく大人も成熟できる場所とな
るための文化的、社会的、経済的貢献をすべ
きだと指摘された。つまり現代人であるわれ
われは、価値や伝統の意味について、人びと
の交流と団結を可能にするコミュニケーショ
ンであると考えなければならないということ
である。
　20世紀は、進歩を最大の価値とした世紀で
あったので、家族を持ち出せば保守的なイ
メージを負わされるリスクがあったのも確か
である。しかし、21世紀初頭になって、世界
各国で家族や、家族制度について再検討がは
じまった。家族はそのままでは、機能しなく
なってしまうからである。また、その持続性
についても自明とは考えられなくなってきて
いるからである。20世紀の新しい産業の発展
により、数多くの家族がこの世に生まれ、こ
の頃から世界各国で家族支援政策が実行に移

された。そして、各国の憲法においても家族
の必要性について謳っているが、いざ政策と
なると漠然としたままに留まっていた。ある
地域の議会では、「家族問題会議」が創設され、
堂々と家族問題が議論された。また、子ども
手当ての議論もなされた。収入の十分でない
若年家族への最低生活保障についても議論さ
れた。
　しかし、これらの関心はあまりにもばらば
らであったため、家族政策と呼べるまでには
いたらず、大多数の人々にとって家族問題
は、まだ個人的な問題という範疇に留まって
いた。当時、対社会的な人々の関心は、もっ
と差し迫った問題に限られていた。事実、家
族手当や老齢年金などの最初の家族政策が実
現するようになると、家族政策の発展に求め
るものがなくなってしまった。そこでは、父
親の役割は家族の経済的存続のために収入を
得ることにあった。一方、母親は、家族共同
体の教育的、情緒的発展に努めた。このモデ
ルは産業化が始まった当時から人々によって
理想化され、支持された。そして、かれらの
思うように大多数の人々のものとなったので
ある。ところが、それによって多くの家族に
ゆとりができたものの、人々はその一部でも
いずれは自分たちの家族に利益をもたらすは
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ずの資金として、また公的な基金として、提
供することに合意をしなかった。
　60年代終わりになると、家族の役割とその
重要さについて新たな評価が生まれるように
なり、生活様式の個別化が進み、家族形態そ
のものに変化の兆しが見られた。というのは、
家族は、家族形態の多元性から生まれたり、
解体したりするからである。この多元性は、
新しく興ったものではない。しかし家族政策
は再検討を余儀なくさせられた。というのも、
過去50年間にわたって発展を遂げてきた対策
は、おおよそ限られた夫婦を対象にしたもの
であり、しかもこの夫婦は、教育的、情緒的
な責任能力を大いに欠いていたために残念な
がら、この家族政策は、あまりにも長いあい
だ、貧しい両親のみを対象に考えられていた
わけで、この政策の持つ欠陥は克服されるべ
きものとなった。

　今日、家族生活の構成は社会の他の下部組
織が従属する可変項として機能しなくてはな
らなくなっている。つまり、家族政策は真の
社会政策とならなければならない。また、家
族を支える、手段、支援ネットワークとして
機能しなくてはならない。というのも、家族
は、多様な機能を担っており、主に全ての社
会に必要な更新と変革をもたらす。それは経
済、文化、政治、そして、社会の全ての分野
においてである。
　つまり、家族は、

1 ）子どもや大人といった家族メンバーの
社会化を促進し、支えてゆく

2 ）ある文化と対話を行い、共同責任の意
味を社会に浸透させてゆく

3 ）価値の伝達を可能ならしめ、明日の世
代に更なるヒューマニズムを伝授して
ゆく

　さらに家族は、その歩みにおいて、支援さ
れ、付き添われていると感じたいという基礎
的な欲求を持つものである。そして子どもた
ちは、ただ単に所有欲の対象としてではなく、
一人の独立した人格として忍耐強く見つめら
れなければならないからである。
　家族政策は、このように様々な概念に対応
しなければならない。かつて、メアリー・リッ
チモンドは家族のかかえる諸問題について論
じた箇所で次のように指摘している。

　「正常な家庭に生まれ、真の家庭を築きあ
げる特権を与えられた人々は、彼らの安息所
である家庭にいて安心しているため、家庭生
活の問題はあまりにも神聖であって議論など
できないと思っているようだ。ケースワー
カーも自分が育てられた家庭に基礎をおく傾
向がある。しかし、自分たちの問題や仕事に
注意を払う人なら、自分流の仕方から、離れ
ることが大切なのを知っているはず」（『人間
の発見と形成』Ⅷ　ｐ187）

　リッチモンドはここで、正しくも家族とい
う制度に対するわれわれの関心が、たえず、
その制度自体のためでなく、「個人」と「社会」
とのために向けられるべきであると指摘して
いる。さらにリッチモンドは、それを理解す
るには歴史上のある時期において家族の力が
どれほど完全に国家の力を乗り越えてきたか
を見るべきであると指摘している。
　本稿は、まさにいま世界中が注目している
フランスの家族の現状と政府の行ってきた家
族政策、そして、フランスに暮らす各個人が
どのような生活形態を構成しつつあるのかを
見ていく。そして、それが現在の日本少子化
問題を考える上で、わずかばかりでも参考と
なれば幸せである。
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Ⅰ　フランスにおける人口動向

　フランスでは、社会が産業化する以前には、
家族政策や年金政策は必要としなかった。ア
ンシアン・レジームにおいては、世代間の交
代は家族という枠の中で行われた。ちなみに、
1740年の普通出生率は人口千人当たり40人で
あった。

　A）産業革命以前の世代交代
　このころ大人たちは身を固めると、すぐ
に子どもをつくった。そして、しばらく子
どもの世話をした。だが教育にあてる期間
はごく短かった。子どもたちは、幼いうち
から家事労働に従事させられた。その代わ
りに自分の取り分も受け取った。遺産を相
続する時がくると、長男はそれを受け入れ、
家の主となった。そのかわりに、彼が年老
いた両親の生活費をまかなっていかなけれ
ばならなかった。また、彼は未婚の兄弟姉
妹の面倒を見る責任もあった。長男は彼ら
を家事や農作業に従事させる権利を持って
いた。ここにおいては、いかなる国家政策
も関与する余地はなかった。各家族は、投
資による利益をその家族が独自に実現する
ことによって得ていたからである。そこで、
老後に一文なしにならないために、たくさ
んの子どもをつくる必要があった。これは
伝統的社会における出生率の高さを説明し
ている。

　B）産業革命以後の世代交代
　以上のようなスムーズな世代交代は、産
業革命の到来によって存立し得なくなっ
た。伝統的家族の自給自足経済体制が不可
能となったからである。生産統合としての
家族は、企業にとって代わられた。家族

は、自分たちが必要とする最大の部分（食
糧など）を生産することをやめる。その代
わり、市場で手に入れるようになる。メン
バーは外に出てゆき、財産を持ち、他者に
よるサービスを受けるためにお金を稼ぐ。
その結果、大家族集団を形成する必然性が
なくなってしまった。これまで主人であっ
た家長は、子どもたちへ投資する見返り

（Rentabilisation）がなくなってしまった
のである。
　この時代には「貯金せよ、子どもは持つ
な」がスローガンとなった。その結果、子
どもたちは、遠くへ行ってしまう。一方、
主人はというと、これまで両親の面倒をみ
なければならなかった社会的拘束から開放
された。
　そして、18世紀半ばからフランスの出生
率は長期的に減少し続けた。18世紀初頭
には5.8％前後であったのが、19世紀には
3 ％を下回った。それが19世紀において深
刻な社会問題を引き起こしていった。子ど
もたちは比較的幼いうちから工場で働かさ
れた。人々は農業モデルを適用した。しか
し、炭鉱や製糸工場での仕事と羊飼いの仕
事とは比較しようのないものだった。この
ため、フランスは 2 世紀に及ぶ出生率低下
の時代に入った。1800年には普通出生率は
3.5％に達した。他のヨーロッパ諸国も次々
とこの低水準に合わせていった。そして20
世紀になってフランスと同じ水準まで落ち
込んだ。このことは人口動向を見るうえで
大変重要なことと思われる。
　19世紀から英仏独の三国の死亡率は同等
であったので自然増加率において違いがあ
るのは普通出生率によるものと思われる。
イギリスとドイツの年間自然増加率は第 1
次世界大戦まで人口千人あたり十人を優に
超えていたが、フランスの増加はなかっ
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た。その結果、フランスは高齢化を迎えた。
65歳以上の人口の割合を見ると、フランス
は1950年に世界で最も高齢化した国となっ
た。多くの研究者は1800年以降のフランス
の相対的な衰えが人口学的な要因にあると
見ている。1900年頃、子どもの教育のため
の貯蓄はフランスを世界の銀行家にした。
スエズ運河、パナマ運河、ロシアの鉄道へ
の投資を行えるほどにした。人々は、1914
年のフランスとドイツの不均衡な青年人口
比について、両国の持続的な出生率の違い
がもたらした長期的影響として、ずっと強
い関心を持った。1939年～1940年の敗戦の
理由が人口動態に起因すると言われる。あ
のナチスに協力したヴィシー政権の制定し
た家族政策法がパリ開放以降廃止されな
かった唯一の法律である理由はここにあ
る。過去60年間、フランスで最も長く続け
られた政策は社会的目標のみならず人口学
的目標も明確に盛り込んだ家族政策であっ
た。

Ⅱ　フランスにおける家族政策の起こり

　A）出生率の低下
　フランスでは18世紀半ばから出生率の低
下が始まった。18世紀初頭には5.7％前後
であった。19世紀末には 3 ％を下回った。
1932年には家族手当は全人口の大部分を対
象とするようになる。1939年には「家族法
典」が制定され、全就業者の家族を対象と
するようになった。1945年の「社会保障法
典」によって、無課税の家族給付制度は社
会保障制度に統合され、一連の政策手段が
実施され、これにより人々の生活水準は大
きく向上した。

　B）家族政策の 2 大潮流
　フランスの家族政策の生成と発展にはい

つも 2 つの潮流が流れている。その一つが
出生促進主義（Natarité）であり、もう一つ
が家族擁護主義（Familialisme）である。
　第一次大戦や大恐慌の影響で出生率が低
下し、いくつかの国で出生促進主義に基づ
いた家族政策が実施された。戦後、多くの
国で、軍国主義への反省とベビーブーム
による子どもの急激な増加に対する反省
もあってこの政策は下火になる。しかし、
1970年代半ばから低出生率の継続と人口の
高齢化が進むにつれ、1980年代半ばから、
一部の国々で家族政策が強化され始めた。
積極的で継続的な家族政策をとるスウェー
デンやフランスで出生率が上向きに転じ
た。しかし、フランスでは1993年には出生
率は急低下し、1994年 7 月、1995年 1 月に
急遽家族政策は強化された。ヨーロッパ諸
国における最近の家族政策強化の目的とし
ては、有配偶女子の就業率の上昇に伴い、
職業生活と家庭生活の両立に対する支援が
行なわれている。また、人口高齢化に伴う、
社会保障財政への拠出世代の負担の軽減化
が強調されている。一方、フランスでは、
社会保障財政への将来の拠出者の確保や、
社会保障制度への将来の拠出者を生み育て
た人と生み育てなかった人の社会保障政策
からの受益の公平化が強調されている。
　他の EC 諸国と比べてフランスの家族政
策は、

1 ）出生促進主義的とされる目的を追求
する

2 ）第 3 子を重点化させる
3 ）家族給付の第 2 子以降からの支給を

おこなう
4 ）大部分が拠出金によって財源となる
5 ）古くから家族担当大臣をおく

　などの特徴がみられる。
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　今日では出生促進が必ずしも全面に出て
こない。政府発行の『フランスの家族政策』

（1991年）によれば、「家族政策には、家族
の扶養負担補償の、一般的な税制上の社会
福祉的な支援によって実現される社会公正
の目的、所得制限付き発展を正当化する社
会的再分配の目的、第 3 子への支援強化に
反映されるような人口学的目的」があると
している。ここでは、社会政策上の目的が
前面化しているといえよう。
　経済社会評議会は1991年の報告書で、政
府の諮問文書から「フランスの家族政策は
基本的に社会福祉施策の実施と家族給付と
財政上の優遇措置の複雑な制度の実施に依
存する。実際の施策は最貧家族と多子家族
に対する施策を中心にしながらすべての家
族を支援することを目的とする」という定
義を引用し、その内容が少々限定的である
という判断をしている。また、この評議会
は出生促進政策を、まずモデルを決定した
上で、そのモデルの範囲内において、家族
の扶養負担を考慮に入れることを目的にす
べきであるとしている。家族政策の枠のな
かで出生政策が実施されることを勧めてい
る。このことから、フランスにおける家族
政策は、家族給付制度からなり、家族除数
を通じた税制上の給付制度をも含むと言え
よう。家族政策に寄与する経済的主体は、
国家のみならず、保健所や学校給食を運営
する自治体、賃金や休暇制度などで寄与す
る企業、家族手当金庫、健康保険基金、年
金基金と複雑である。家族政策の手段とし
ては、家族給付の支援額の増大や税額の減
免により家族の不可分所得が増大するよう
にしている。また、教育、保険、保育に関
する施設やサービスを無料で提供できるよ
うにしている。そして、家族によって消費
される交通費の価格を減免している。労働

生活において困難があれば控除されるよう
になっている。
　フランスの家族政策を機能の面から見て
ゆくと、家族に対する適切な生活水準の保
証がなされ、若年層に対する教育や訓練が
行き届いていることがわかる。また、子ど
もの養育と両親の就業が両立するよう施策
が考えられ、就業女子と非就業女子の年金
格差の是正が計られている。これらの機能
から達成されるべき目標が浮かび上がって
くる。それは、家族の扶養負担を保証し、
職業選択の自由を保障すること、そして、
出生の促進が図られるべきであるとしてい
る。家族政策の中心を占める家族給付制度
には、

　　１）受給の普遍性が守られている
　　２）拠出金から資金が調達されている
　　３）居住地単位に基金がつかわれる
　　４）法的枠組みが整備されている

　ということがいえる。
　フランスの家族給付制度を見れば、出生
促進主義と家族擁護主義の間の葛藤が存在
することは明らかである。企業経営者の間
でも、労働者を定着させ、社内統制を図ろ
うと、家父長主義的な経営を推し進めたも
のがいた。また、社会主義と社会キリスト
教主義の労働運動もあり、家族給付に対す
る疑問が提示された。

　C）フランスにおける家族給付の歴史
1910年代　議会で様々な勢力が喧々諤々の

議論を戦わせ、その後妥協が図
られた。

1920年代　議会における議論の末に、家族
給付制度を構築するための政治
的前提条件がそろった。

1930年代　家族給付制度は強制力を持つよ
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うになり「家族法典」が制定さ
れた。

1940年代　「社会保障法典」が制定され、
家族給付は社会保障制度に統合
された。

1970年代　新出生促進主義が現れて家族
給付が改善され、拡張された。
1978年には家族給付は就業と切
り離されフランス国内に居住
し、扶養すべき児童のいる全て
の家族が給付対象となった。

1980年代　81年に社会党政権が成立する
と、家族給付の大幅な改善がな
された。専門家の意見では、家
族給付が就業と家族形態に関し
て中立ではないと指摘され、子
どもの権利が重視されるように
なった。82年に家族政策の改悪
は始まり、財源の見直しや対象
者が限定されるようになった。
86年に再び議会の与党が変わ
り、第3子優遇措置が再開され
た。88年に社会党が政権につく
と家族給付が福祉政策として機
能した。最低所得保障給付の実
施が全国家族手当金庫からなさ
れるようになった。当時の専門
家たちの指摘によれば、家族政
策は、結局、出生促進政策とは
なりえず、せいぜい子どものい
る家族の支援に留まるとしてい
る（Messu,1992,pp,95-135）。

1980年代以降　フランスの家族政策は脱家
族化（脱社会政策化）、個人化（子
ども、若年者、女子の支援政策
強化）、経済化（雇用政策化と
租税化）、国際化（EU 域内に
おける整合化）の傾向を示して

いる。

　D）多子家族優遇措置
　1920年にはフランスの家族政策では家族
給付と同様に重要な位置を占める、子だく
さんの家族に対する税制上の優遇措置も導
入された。
　1945年には現在でも適用されている、家
族除数の制度も導入された。
　1977年には無給の育児休暇制度が制定さ
れた。
　1980年には第 3 子以上と双子以上が産ま
れた場合、出産休暇は26週間に延長された。
　フランスにおけるこのような積極的な家
族政策の背景には、絶えず家族擁護主義的
で出生促進主義的な世論が背景となってい
る。国際的な観点で見ると、フランスは他
の EU 諸国と比べ、世論が出生促進主義に
傾いている（Huss,1980,p25）。フランスで
人口問題に関心が高いのは自国の政治的地
位が低下した1870年～1940年に人口が停滞
していたことによる。
　一方、競争相手の隣国ドイツはというと
この間人口は四千万人から七千万人に増加
していた。国民が政府介入に対して寛容で
ある背景には、普仏戦争以来のフランス政
府による情報普及活動があると思われる。
敗戦後、新政府は敗戦の原因が、低出生
力、人口の高齢化、人口活力の低下による
と考え、大々的な情報普及活動をおこなっ
た。また、近年、移民が増大したことに対
する国民の懸念を意識した政治家たちは出
生促進を唱えている。1945年に創設された
国立人口研究所（INED）は人口動向の調
査のみならず、情報普及活動を主要目的と
している。1968年には人口教育資料の作成
を主要目的とする人口問題情報センター

（CIPP）を創設した。
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　他方、フランスの育児休業制度は1984年
の法律で拡充された。
　百人以上の規模の企業に一年以上勤めた
両親のいずれかが育児のために、子どもが
3 歳になるまで、完全または部分的に休
業することができる権利が与えられたが、
1991年の法律で、ハーフタイム以外の週当
たり16時間からフルタイムの80％までの範
囲内で、休業中の労働時間を選択する権利
とともに、復職時に職業訓練を受ける権利
が与えられた。1993年の法律で、企業によ
る復職時ないし復職前の職業訓練が規定さ
れた。これらを含む家族政策上の施策が世
帯の労働供給に対する影響を評価すること
は容易ではない。それでも、他国との比較
で客観的な評価が可能となってくる。たと
えば、フランスの家族手当政策は、子ども
の数の多い有配偶女子の就業に関して、イ
ギリスの場合よりもより大きな抑制効果を
あげている。つまり、イギリスでは、乳幼
児を持つことで有配偶女子の就業が抑制さ
れる傾向があるのに対し、フランスでは、
保育政策と教育政策によって緩和されてい
るのである。
　フランスの家族政策は、近代主義化にと
もなう、1970年以降の女子就業率上昇を目
的とした保育施設整備と保育費用補償手当
の創設で対処した。ところが、1985年以降
は失業率の上昇および出生率の低下によ
り政策が「伝統主義化」した。その結果、
1985年に養育親手当（APE）が創設され
た。1993年に行われた調査結果によれば、
受給可能な就業経験のある 3 子以上の女子
は APE の給付は安定した職が確保されて
いる女子にはプラスの影響をもたらすが、
そうでない女子には給付期間が終了したと
きにはマイナスの影響をもたらした。また
採用と昇進における性差別を助長する可能

　これらの機関の活動が複雑な家族給付
制度に対する国民の理解に役立ち、家族
政策を受け入れやすくし、その効果を高
めている。家族給付制度の出生率向上の
効果については、1970年代に外国との出
生率の比較に基づき、0.2％の上昇として
いる（Calot et Hacht,1978,p.192）。1980年
代に入ると同様な調査結果が発表された

（Ekert,1986,pp.114-117）。
　このようにフランスの家族政策、特に家
族給付は必ずしも大きな出生促進効果を持
たないという調査結果が出ている。その理
由は様々あげられる。夫婦が子どもを産も
うと判断する際に経済的な困難を意識させ
てしまうとか、家族給付が所得配分を悪化
させてしまうとかの指摘がある。

　E）家族給付の効果に関する分析
　フランスでも EU 諸国における有配偶女
子の就業行動に対する税制の影響について
の研究の流れを受けて、1980年代半ばから
ミクロデータの計量経済学的分析に基づく
家族給付と家族優遇税制の影響の分析が行
われてきた。それによれば、これらの施策
における有配偶女子の就業に対する影響は
あまり認められず、所得階層に関して選択
的である。しかし、家族給付と税制上の給
付が有配偶女子の就業率を低下させる傾向
を見出したが、扶養する子どもが税制で完
全に無視されると就業率が低下する傾向も
見出した。
　また、フランスの第 3 子に限定された高
水準の家族給付は母親の就業率を上げてい
る。これは第 3 子に対する高額の給付を休
業補償として使う母親よりも保育費用とし
て使う母親の方が多いからだと理解されて
いる。フランスの保育政策がかろうじて就
業促進に役立っていることを示している。
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貢献を促進させる
8 ）子どもの就学時間外活動のための機関

を整備する
9 ）地方レベルにおける保護と相互扶助を

促進させる
10）子どもと家族に関する個人と社会の責

任意識を啓発する

　である（Haut Conseil de la Population 
et de la Famille,1992,pp.47-54）。
　さらに、1995年 1 月の国民議会予算委員
会の報告書では家族手当金庫の赤字や家族
政策の分断化を踏まえ、総合的家族政策の
必要性が再確認された。現行の家族政策が
特に中間所得層にとって不利なものとなっ
ているとの認識から、乳幼児保育、住宅、
雇用の三位一体の制度を要求している。

　　具体的にそれをあげると、
1 ）家族政策を優遇課題のひとつとするこ

と
2 ）全体的育児環境の観点から、現行の諸

手当の一部ないし全部を最低賃金の16
パーセントに相当する包括的育児手当
で代替する

3 ）家族給付を実質賃金スライド制にする
こと

4 ）家族部門の収入が保全され、部門内の
みで配分されること

5 ）職業訓練期間終了時に家族が高い優先
順位で福祉住宅を利用できるように保
障するための契約制度を創設すること

　である。

　Ｆ）今後の家族政策への提言
　これらの政府機関の提案は、フランスに
おける家族政策の効果を高める上では重要
な指摘であろう。しかし、ビショ（Bichot）

性も指摘された。そして、その遡及効果に
よるすみやかな職の確保が困難となり、母
親たちは育児休業制度に頼るという逆効果
もあった。条件の良い職を得ることがむず
かしくなり、更なる出生を諦めるという傾
向もあった。いずれにしても、過去30年の
APE の歴史は雇用政策が次第に家族政策
を蚕食し、家族政策が失業とヤミ就業への
対策となった。フランスでは家族政策の潜
在的効果を高めるために、専門機関が様々
な提言をしている。
　人口高等委員会は、1980年の総括報告書
のなかで、出生促進計画の今後の方向付け
について次のように報告している。それは、
1 ）出生増加の障害となっている要因全体

に影響を与える必要があること
2 ）親の就業と出産と育児の両立を優遇す

る必要があること
3 ） 3 人以上の子どもを持つ家族の状況は

特別な権利の認知を必要とすること
4 ）家族手当は実際の子どものコストを考

慮する必要があること

　　である（Haut Comite de la Population,1980,p.33）。
　また、人口家族高等審議会は、1992年の
報告書で、職業生活と家庭生活の両立の促
進に関する勧告をしている。それは、
1 ）政労使および雇用条件の改善のために

協議する
2 ）雇用労働者にとって差別的な選択でな

いパートタイム労働を整備する
3 ）育児休業を有料化する
4 ）病児看護休業を一般化する
5 ）政財界指導者にたいする情報の提供と

啓発活動をおこなう
6 ）地方レベルにおける保育サービスの調

整機関を設置する
7 ）企業による保育サービスへの具体的な
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13）婚姻斡旋機関と民間の結婚カウンセリ
ング機関を発達促進させる

14）予測不能な婚姻解消に対する民営保険
を発達促進させる

15）「親が遺産相続人を遺言で指定する権
利」の完全な自由を保障する

　
　本章では主に80年代～90年代の家族政策
の推移とそれに対する評価を見てきたが、
時代の激しい変化に行政が容易に対応しき
れずにいる状況が垣間見えてくる。次にⅢ
では、その動向を追っていくことにする。

Ⅲ　フランスにおける女性の社会進出

　これまで少子化問題を行政の側から見てき
たが、本章では、個人の側、カップルを形成し、
子どもを産み、働きながら育ててゆく女性の
立場からこの問題を考えてゆくことにする。

A）五月革命：旧来の社会的モラルからの
開放

　フランスは1968年に 5 月革命を起こした
国である。実際、革命と呼ぶにふさわしい
断絶が生じた。古いモラルは完全に否定さ
れ、それまでの父権を代表したド・ゴール
大統領は退陣にまで追い込まれた。かつて、
ド・ゴール将軍はナチス・ドイツからフラ
ンスを開放した英雄であった。彼は戦後に
なって大統領権限を強化した。そして、第
5 共和制の下でフランスの発展を導いた国
家の父だった。ところが、1968年の 5 月革
命はこの父に対してノンを突きつけた。そ
れは、人々の自由な発想を縛り付けていた
当時の社会的モラルを打ち砕かんとする運
動であった。発端はパリ西部のパリ大学ナ
ンテール分校の学生寮をめぐる騒動であっ
た。夜間、女子寮に男子が入り込むのを禁

が「文化大革命」と名づけている様な大変
革が求められているのである。すなわち、
家族政策は政府から家族への一方的援助で
はなく、若年層に対する人的資本投資であ
るという認識を持ち、それを交換的公正

（justice commutative）と選択の自由を尊
重するようなものにする必要があるのかも
しれない。その考え方の線上にいるのがル
メニシエ（Lemennicier）である。彼が提
案する家族給付制度の逆効果や経済学的問
題（家族内移転の減少、出生行動の経済的
合理性の無視、劣等財としての子どもへの
サービスの無視、合理的期待形成の無視）
と改善提案も検討に値する。ただし、彼の
自由主義的家族政策に関する提案は自由主
義とともに合理主義を徹底させたため、ビ
ショのものより改革的であり、フェミニス
トたちより過激である。その提案の内容は
次の通りである。
1 ）家族・人口政策を廃止する
2 ）家族除数を廃止する
3 ）女子の賃金を不自然な高さに維持する

雇用政策を廃止する
4 ）法律婚が不利になる税制を廃止する
5 ）国立人口研究所と全国家族手当連盟の

独占的影響力を排除する
6 ）租税負担に依拠する民間社会福祉機関

への家族手当金庫を変革する
7 ）社会保障と教育を民営化する
8 ）民法に規定された結婚契約を廃止し個

人契約を自由化する
9 ）複婚禁止規定を廃止する
10）婚姻宣言への市区町村長の立会い義務

を廃止する
11）「子どもを育てる権利」の売買を許可

する
12）「親があらゆる手段を使って子どもを

産む権利」の自由を保障する
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た。女性たちはいつしか、パートナーとし
ての男たちの存在を見失っていたことに気
がついた。そうした無意識の男性蔑視は女
性に幸福をもたらすものではなかった。女
性は男性もいてはじめて幸福になれるとい
う当たり前の結論に至った。アメリカで発
展した「攻撃的フェミニズム」は80年代に
急速に存在感を失っていった。
　90年代に入り、「SOS パパ」のような民
間団体に代表されるような父権要求運動も
拡大していった。父親は子どもと母親の間
に距離を作る存在であり、子どもは差異に
ついて父親の存在から学ぶのである。男た
ちも、自分のなかに女性的な側面を認め、
それを開放したいと思い始めたことは、お
互いに喜ばしい。父親とは母でないものの
ことなのだという当たり前のことが、いつ
のまにか忘れられていたということであ
る。男性たちは弱いものであるからこそ、
姓の継承によって守られてきた。そうした、
父権の危うさを認識しなおすことが、今日
では必要となっている。お互いを認め合い、
譲り合い、親であろうとするために、一歩
踏み出すことになるのである。
　50年前に、シモーヌ・ド・ボーヴォワー
ルは『第二の性』を執筆した。そのとき彼
女は、当時の社会、経済、セクシャリティ、
政治などに対し同質の支配構造があること
を発見し、それを解明しようとしたのであ
る。世界とは、男性が占有する世界であり、
女性はもともとそこには排除されている。
女性は排除されており、周辺的で、よくて
招待客の存在である。第二義的に参加して
いるだけなのだ。ボーヴォワールはこの構
造が歴史の移り変わりとともに変化してゆ
くのだと主張する。残念ながら、彼女は別
の社会形態や文化状況のうちにおいて、こ
の構造が異なる形態となって現れるという

止していた規則に反発して学生たちは立ち
上がった。世代間で性的モラルに対する考
え方の違いがクローズアップされ、やがて
それは政治闘争にまで発展していった。そ
して、1969年にド・ゴールは退陣させられ
た。

　B）フェミニズムの台頭
　70年代に入ると、性の解放が次々と実現
されていく。古いモラルと結びついた倫理
観は大いに批判されることとなる。家族に
関して言えば北欧は進歩的、南欧は保守的、
フランスは中間的といわれてきた。ところ
が、この革命はフランスの女性解放運動に
火をつけてしまった。いわゆる、フェミニ
ズムの台頭である。女性たちの社会進出が
おこり、あらゆるところで変革がおこった。
1975年に人口妊娠中絶が合法化され、また、
経口避妊薬（ピル）に健康保険が適用され
ることになった。以降、離婚件数は爆発的
に伸びてゆく。80年代半ばになると、アメ
リカのフェミニストたちは女性が受けたあ
らゆる暴力を告発し、男性に対する警戒心
を強めていた。
　一方、フランスの女性たちは自分たちの
仕事が二倍に増えたにもかかわらず、男性
たちが何もしないのに失望した。ほとんど
の男性は男女平等に関心が無かったからで
ある。男性は、もともとそれまでの状態を
維持しようとする習性があり、女性の社会
進出を積極的に妨害しなくても、消極的な
がらそれに抵抗しようとした。

C）フェミニズムの危機
　1980年代後半になるとフェミニズムが岐
路を迎えた。フェミニズムの災いが問題と
されるようになった。男性を敵視し、レズ
ビアンに走るようになったと非難され始め
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るのではなく、複数の対話に支えられた、
変動する普遍に結びつくべきなのである。
そうすれば、普遍は専制的で決定された経
験的なものと同一視されなくてすむ。普遍
は、私たちそれぞれの視座の境界、交流の
境界に位置するのであり、支配者と同一視
されるような唯一者の観点なのではない。
本来、普遍主義は「複数普遍主義」でなく
てはならないのである。

D）複合家族の到来
　フランスの出生率上昇の原因に複合家族
の到来が上げられる。離婚した男女が子ど
もを伴って再婚できた家族のことだ。一度
や二度結婚に失敗してもめげずに再挑戦す
る彼らのパワーには注目すべきものがあ
る。再婚相手とも子どもを作ることも多い。
国立人口統計学研究所と国立統計経済研究
所が 6 年かけて38万人の回答をもとに行っ
た調査によれば（2005年）、女性で40歳、
男性で45歳を越えて子どもを持った人は、
20年前には 2 ％に過ぎなかったが、今日で
は4．1％に達している。結婚、離婚、再婚、
複合家族と子どもは新しい環境のなかで生
きてゆくことを余儀なくされている。結婚
してもあくまでも個である。男女の間に愛
がなくなれば、たとえ子どもがいても別れ
るべき時には別れる、個と個が別れて別の
個と一緒になる、そういう時代がやってき
ている。かつて、女性は、夫を助け、子ど
もを産み育て、家事をしっかりやっていれ
ば問題はなかった。ところが今は、美しく、
賢く、仕事に生きがいを持ち、よき母、よ
き妻、理解ある友でなくてはならない。男
性は、仕事に燃え、育児に積極的に参加し、
週末は料理に腕をふるい、時には妻とレス
トランに行き、時には花を持って帰ってき
たりしなければならない。子どもは子ども

ことについては言及していない。男女関係
が、まさに「超文化的」不平等構造に規定
されているとしても、この構造は、国、文
化、社会階級によって異なる。
　われわれは、もともと具体的な形態に組
み込まれているので、その変化はそれぞれ
の文脈に応じて異なる過程を経るはずであ
るということには気づかされていた。それ
にもかかわらず、フェミニズム理論は、ひ
とつの特権的状況に基づいた開放モデルを
唯一のモデルとしたとして、ブルジョワ的
フェミニズムとか、西欧中心的フェミニズ
ムといった非難の対象となってきた。それ
は、女性運動をひとつのイデオロギーに還
元しようとすることに無理があるからであ
る。フェミニズム運動に必要なのは、男女
関係の根本的な問題の情報一つ一つを理解
しながら、それぞれの状況に応じて、思考
と行動を絶えず問い直していくことであ
る。抽象的な普遍という考え方そのものが、
人間の一般的定義と合致するだけでなく、
高潔だが曖昧な人権思想の論拠となってし
まっているのである。それゆえ、フェミニ
ズムを問い直すことは、西欧文化圏内にお
ける男女関係の観点からしても問題提起と
なる。
　西欧の男性によって支配されてきたこの
普遍は、男性中心主義、西欧中心主義とい
われても仕方が無い。むしろ民主主義的な
文化が、人類の半分を覆うほどに力を得て
君臨し続けるこの普遍を、これほど長い間、
標榜できたのは驚きといえる。この普遍と
いう概念は女性に提起された問題に類似し
た問題を、非西欧文化にたいしても提起す
る。この普遍主義とは単一普遍主義である。
それは女性を排除するか、少なくとも遠ざ
ける。思考と行動への女性たちの取り組み
は、こうした抽象的普遍をよりどころにす
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大切だ。人生はもともと複雑なものである。
いまさら19世紀的価値観に戻るわけにいか
ない。新しい事態にどう対処できるのか、
人々の意識を開いていくことが肝心なので
ある。
　はたして複合家族は21世紀の家族の姿で
あるといえるのだろうか。社会で規定され
た身分より、個人と個人の関係を尊重する
という意味ではそうといえる。婚姻や血縁
といった、これまでの枠組みでは、もうわ
れわれは満足できない。たとえ、それが社
会的に正当な評価を受けていなくとも、こ
ぼれてしまう人間関係を、われわれはすで
にかけがいのないものとして現実に生きて
いる。核家族の時代から、複合家族の時代
へ、逆説的にも消滅しつつある伝統的大家
族の面影が、形を変えて立ち現れてきてい
るかのようである。ただし、その関係性は
柔軟性に富んでおり、個人の自立と社会の
成熟があって初めて成り立つものである。
家族は形より質の時代に突入したといって
よいであろう。愛情や絆といった目に見え
ないものに、いかに形を与えるのか、再び
考える時に来ているといえよう。

　

フランスにおける新たな女性支援政策　

　60年代以降の大きな変化といえばなんと
いっても女性の大量の社会進出である。

　A）女性就労率の上昇
　フランスでは女性は産後 3 ， 4 ヶ月で
仕事に復帰する人が多い。出生率は、男
女の関係がより進化した先進国では、女
子労働力率が高いほど高くなる。

　　1962年　41.5％
　　1982年　65.2％
　　1998年　78.7％

で、極端に数が少なくなったため、まわり
の期待を一身に受けている。彼らは、安定
のみを目的としているのではない。従来と
は全く異なる家族モデルが到来しているの
である。それは個人、独立、選択、責任と
いった価値観に基づく関係性である。
　確かに、ひとりの人生の途上には別離と
いう危機的状況が幾度か訪れる。でも、非
婚化が進んだからといってそれを家族の危
機であるとは言えない。かつて、個人は集
団や組織の一要素に過ぎなかった。ところ
が個人主義が発達した現代では、それぞれ
の役割がはっきりしていた従来の人間関係
は崩壊し、個人の周りには緩やかな人間関
係の網目が張られている。そこでは、社会
的つながりは多様化し、ますます個人的な
ものになっている。それぞれの関係がどう
いうものなのか、網目の中心にいる本人し
か知らない。それはその人の秘密の領域な
のだ。本人も、多様な関係性の集合体とし
ての個を自分として意識しているのであ
る。そういう個の集まりでできている社会
では、多種多様な人間関係を管理する能力
が要求される。そして、人の一生は、いわ
ばいくつもの別れの連続である。別離をい
かにうまく切り抜けていけるかが問われて
いる。
　自立した自己を形成するためには、相手
からどのように距離をとるかが重要とな
る。結婚から結婚しないカップルへの変遷
が示すものは、人々がパートナーと意識的
に距離をとることで、相手への従属よりも
個人の自立のほうに重きを置いているから
なのだろう。安定と平和の砦としての家族
のイメージにこだわればこだわるほど、現
実から遠くなる。その時々の危機を受け止
める柔軟性を欠いてゆく。家族を単純化す
るのでなく、複雑系としてとらえることが
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では45％の新生児が婚外子である。その
背景には1972年の法律で「子の平等の
原則」をうたっていることが考えられ
る。未婚の両親から生まれた子どもに結
婚したカップルの子である嫡出子と同じ
相続上の権利を保障したものだ。1965年
～1972年は子どもができてから結婚する
ケースが多かった。性規範がゆるくなり
ながら、家族制度は旧態依然としていた
からだ。フランスでは、婚外子の96％が
出生後1年以内に父親に認知されている。
フランスでは戸籍が無い。出生年月日、
時間と場所、そして「誰々は、父親名、
母親名、の間に生まれた」という出生証
明書があるだけだ。子どもが生まれると、
家族全員の記載がある家族手帳が発行さ
れる。

　
　C）家族政策の新しい波

　60年代までは、女性は家庭にいるほ
うが子どもは増えやすいという考えか
ら、専業主婦世帯への給付が設けられる
など、家族政策は専業主婦と夫という伝
統的モデルを推奨していた。その後、景
気が良くなり、労働力がたくさん求めら
れ、女性の社会進出が進んだ。そのため
に、専業主婦世帯への給付は次第に減り、
1978年に停止した。その結果、保育園の
改善が進められ、託児費用の補助が開始
され、働く母親への給付が充実した。と
はいってもフランスは天国ではない。男
性が子育てや家事に積極的に参加すると
いうことにかけてはスウェーデンの方が
先に進んでいる。ドイツは子育て家庭
への経済援助が比較的厚く、家族給付
の GDP に占める割合は、フランスより
高いくらいである。それでも出生率が低
いのは、母親にあらゆる責任をゆだねよ

　　2004年　79.4％

　フランスの女性就労の大きな特徴はフ
ルタイム労働であるということである。
パートタイムは24.1％だけである。ちな
みに日本は40.2％の女性がパートタイム
で就労している。フランスではたとえ週
4 日勤務でも正社員が多いのである。フ
ランスの女性が仕事を続けるのは自己実
現のため、経済的、社会的自立のためで
ある。お金のため、生活のためという理
由をあげた人は5.6％である。仕事は彼
女たちにとって一人の人間として認めら
れ、自分ができることを示す手段である。

　B）女性の就労と出生率
　女性が働くことと出生率との関係で言
えば、次の 3 段階が考えられる。
1 ）「男は外、女は家庭内労働」・・・伝

統的段階
2 ）女性が外で働き、子育てと仕事のジ

レンマから出生率が下がる・・・移
行段階

3 ）女子労働力率が高く、出生率も浮上
する、1.4～2.0で安定・・・今日的
段階

　フランスやデンマーク、スウェーデン
が今日的段階にあり、イタリア、スペイ
ン、日本、韓国などが移行段階にあると
いえよう。そして、フランスの最近の出
生率上昇は、結婚していないカップルか
ら生まれる子どもによって支えられてい
る。第 1 子の56％は結婚していないカッ
プルから生まれている。事実婚が多いか
らだ。子どもができた後に結婚するカッ
プルは全結婚数の 3 分の 1 である。第 2
子は30％である。第 3 子は22％と、全体
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到来ともいえるのかもしれない。それま
では、父親が権威的な家長であった、そ
のモデルが消えてしまった。家族に関す
るあらゆる法律が改正されていった。男
性の優位は崩れていった。1970年代には
父権は終わり、子どもに対して両親が平
等に親権を行使するようになった。60年
代～70年代には避妊と中絶が合法化さ
れ、女性が生殖の自由を手にした。また、
ピルに健康保険が適用されるようになっ
た。子どもを産むか産まないかは女性自
身が選択できるようになった。そして、
民法が改正され、協議離婚が認められる
ようになった。それからというもの、離
婚件数がまたたくまに増えた。無理にで
も結婚を続けるほうが離婚するより正し
いとは言えなくなった。それに、いまや
親の離婚を経験した世代が親となった。
彼らは、男女はたった一人の人と一生を
共にするものだという幻想を抱いていな
い。情熱に振り回されるのも建設的では
ない。男女の仲は壊れやすい。それを認
めたうえで情熱よりも誠実さや信頼関係
に価値をおくものである。聡明な親同士
が、知恵を結集し、親としての関係を保
つよう努力すること。相手の新しい人生
を許容する寛大さを持つこと。何が起こ
ろうと、子どもの傍らに立ち続ける意思
と責任感が大切である。そうしたものを
無視したのでは、子どもを中心としてみ
たときの家族の幸せはあり得ないのだ。

　
　E）男女平等思想の起こり

　1949年『第二の性』が出版されて「女
が生まれるのではない、女になるのだ」
と宣言されて以来、女性性は宿命などで
はなく、社会的、文化的に構築されたも
のだという告発にスキャンダルが巻き起

うとするドイツ的習慣のせいである。フ
ランスは国からの援助が多く、保育施設
も整っていると考えられがちであるが保
育園の数は対象となる幼児の10％しかな
い。そのかわり、次にあげるように託児
法がいろいろとある。
1 ）育児・家事を分かち合う夫
2 ）数多い有給休暇
3 ）週 4 日の短縮勤務
4 ）実家が近ければ週 1 ＆ 2 回は祖父母

たちの出番
5 ）それでも足りなければベビーシッ

ターに頼む
6 ）家事は一部、家政婦にアウトソーシ

ング

　フランスの学校は 8 時半に始まる。小
学校低学年のうちは大人が学校に送って
いく。指導学習が終わる 6 時には子ども
を迎えに行く。小学校も幼稚園も午後4
時半まで。水曜日には学校はない。

　D）新カップルの登場
　1975年～1985年に婚姻数が30％減少
し、婚外子は2.5倍に増えた。そして結
婚しない、新しいカップルが誕生した。
それには 3 つの形がある。

　　 1 ）ユニオン・リーブル（自由結合）
　　 2 ）コアビタシオン（同居）
　　 3 ）コンキュビナージ（内縁関係）

　1999年から PACS（連帯民事協約）と
いうスタイルがかわった（章末注参照）。
2005年には、子どもにつける姓について
も法律が改正され、男女平等が訪れた。
子どもは父母のどちらの姓でも、つなげ
てもいいことになった。それは同時に男
として生きる時代が難しくなった時代の
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　人種の違いを超えて、植民地の支配者
も支配された側も、男女ともに、全ての
人が平等であると気づいたのだ。こうし
た全ての人間は平等であるという考え方
が西欧の成熟の背景にある。フランスで
は、平等は国民が最初に大切にしている
思想である。これは、女性にとってプラ
スの材料となる。国家はおのずと女性と
男性が平等になるように支援しないとい
けないと考えるようになるからである。
ほんとうに男女が平等になるためには、
女性が経済力を手にしないといけない。
補助的な労働力であっては展望が生まれ
てこないからである。経済的に意味のあ
る存在にならないといけない。経済を含
む様々な分野で、権力を手にしないとい
けない。意識を変えるには法律を頼りに
するだけではだめだ。まずは女性が働き、
二つ目の収入を家庭にもたらし、その比
重が大きくなることである。働けば、経
済的に自立できる。パートナーが暴力的
であれば別れることができる。子どもは、
夫婦がうまくいっていなかったら、その
ことを感じ、苦しむものだ。一方、父親
も、E・アンティエが言うように、その
役割が代理母になるのではなく、母親と
子どもの間に誰かが割り込んでくるのを
防ぐことである。母親と違って父親とい
うものは、はじめから社会的なものであ
る。婚姻、認知、身分占有など、親子関
係の立証の仕方は様々であるけれども、
現実には母親がこの人と認めた人が父親
となるのである。さらに、その判断は撤
回可能なものでさえある。父親というも
ののこうした不確かさを理解しつつ、男
たちが父親となるのを女たちはもっと助
けてやらなければならないだろうし、男
性自身、子どもにどのようにかかわるの

こった。それから半世紀以上経て、女性
たちの意識も大きく変わり、男性が望む
女性像から開放され、自分の人生の主
体になった。女性精神分析医の C・オリ
ヴィエは男性がもっと子育てにかかわる
こと、母親が外に目を向けて、母性が目
的であることをやめ、他の様々な機能の
一つになるようにすることを提唱してい
る。託児所を整備し、男性職員を置き、
働く親の勤務時間は柔軟にできるように
する。また、歴史学者E・バタンデールは、
母親が働いているか、家にいるかは、青
少年期の子どもの問題と関係が無い、と
主張する。日本ではまだ議論の多いとこ
ろではある。問題があって、カウンセリ
ングに訪れる子を見てみると、母親が働
いている子の方が多いわけではないこと
が、一部の研究でわかっている。問題は、
母親がいつもいるかではなくて、どんな
母親なのか。家にいるから、子どもと良
い関係を築けるわけではないと、主張し
ている。
　フランスは長い間、家父長的な社会
だった。農業国だったので習慣的にそう
なっていた。日本もそうであったので似
ている。ところが、ある日全く変わって
しまった。何が変えたのであろうか。そ
れは女たちが、フェミニズムや性の平等
に目覚めたからである。それには戦争が
ある意味で推進力になった。第二次世界
大戦後、ファシズムへの恐怖心から、人
類平等が理想だと考えられるようになっ
た。優れた民族などないのだ。人はみな
平等に生まれ、育つべきである。ある意
味で、戦争への反省によって平等思想が
徹底したのである。そして、世界の各地
で旧植民地の独立運動と先進国において
フェミニズムの運動がおきたのである。
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であり、その上で保育の教育と実習
を終えて、初めて保育士になれる。
このほか、保育の質を改善させる中
で、現場で子どもの相手にあたる幼
児教育者の資格も導入された。また
保育補助員もいたりする。子どもに
なにか問題があれば嘱託の臨床心理
士に相談したりする。フランスの保
育園、一時託児所はいろいろな資格
のある人が共同で保育に当たる多重
構造になっている。公立保育園、企
業が従業員用に設置している保育
園、親たちが運営主体になって設置
したペアレント保育園、費用は450
円～4350円である。そこに通う子ど
もたちの人数は25万人である。保育
ママたちが数人集まって、公立保育
園の監督の下に自宅で子どもを預か
るファミリー保育園もある。保育園
に子どもを入れるためには、同一地
域内に自宅があること、共働きか休
職中であること、職業訓練中、学生
である、という条件がある。また、
親が片親の場合、父親が兵役の場合、
低所得の場合には優先権がある。

2 ）保育ママ・・・自治体に公認されて、
自分の家に数人の子どもを預かる保
母さんのこと。保育ママに預ける場
合は、自宅託児手当てという援助が
ある。地方都市では保育ママが多く、
保育園に次ぐ託児先になっている。
個人で保育ママを雇う場合、正式に
は雇用者として、社会保険に加入さ
せなければならない。 0 歳～ 6 歳ま
での子どものために自宅で専属の乳
母を雇う場合に、雇用者側、被雇用
者側の社会保障負担金の全額または

か深く考える必要があるだろう。

　子どもは成育の段階で母親との距離が
異なるが、これに齟齬が生じると、後に
なって神経症や精神病の原因となる。言
い合い、怒鳴り、暴力の環境にいると、
子どもはバイオレンスを共通用語と思い
込んでしまう。子どもと同じ目線になれ
ば子どものリズムに合わせられる。そう
すれば、子どもの条件に合った対話、交
流、気づかいが成立するのである。

F）新世紀フランスの子育て支援施設の拡
充
　21世紀に入ってますますフランスの出
生率は上昇しており、ついに世界一の出
生率となった。にわかに世界中の関心を
得ることとなる。その原因を探っていく
と子育ての支援施設が細かく整備された
ということが指摘された。施設に働く保
育士や子どもにかかわる人は、子どもに
気づかいを絶やさず、人間の暖かさを感
じさせ、信頼感を育てることが大切であ
る。彼らは、子どもへの愛着は産みの親
ほどである必要は無い、ただ、関係者が
愛と情熱を子どもたちにいくら注いでも
注ぎすぎることは無いと考えているので
ある。

〔注〕
1 ）保育園・・・ 0 歳児から保育学校就

学以前の乳幼児の保育機関である。
3 歳以上の子どもは全て保育学校に
通うので、保育園には 3 歳児までし
かない。その種類は次の通りである。
フランスで保育園や一時託児所の園
長を務める保育士は、一種の高学歴
職種であった。看護士の資格が必要
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保育園に通っていない子どもを預か
る託児機関である。共働きの家庭で
なければならないというような制約
がない。週に 2 日、 3 日、午前中だ
けというような、預けられる時間に
制限がある。公立と私立があるが、
私立であっても、自治体から託児所
に補助金がでる。定期的に通うこと
が推奨されている。いわばパートタ
イム保育園といったところ。ベビー
シッターに預けている母親も、子ど
もに社会生活を経験させるために通
わせるケースが多い。普通、保育学
校、初等学校の終業時は午後 4 時ま
たは 4 時半である。迎えが来る 6 時
半まで子どもたちが大人の監督のも
とに学校内に残っているシステムが
ガルドリー（延長保育）でありエ
チュード（宿題クラス）である。ガ
ルドリーは、学校の敷地を借りてい
るだけで、学校が終わるとモニター
がやってくる。エチュードは学校が
組織していて教員がその日の宿題を
やらせる。

6 ）余暇センター・・・学校が休みにな
る水曜日と夏休みなどの長期期間
中、子どもを集めてスポーツ、文化
活動をさせてくれる組織である。独
自施設を持っていることもあるが、
たいていは学校の敷地と校舎を借り
て活動している。子どもたちを校外
に連れ出してコンサートや劇場に
行ったり、美術館やプールに引率し
たり、公園でピクニックをしたりも
する。水曜日と長期休暇は登録が別
になっており、休暇中の参加は、休
暇ごとに募集が行われる。年に5回

一部を、家族手当公庫が負担してく
れる制度である。現状では、34万人
の保育ママが66万人の子どもの面倒
を見ている。保育ママだけでなく、
家政婦、ヘルパーなど、家庭雇用優
先政策は80年代後半の失業と女性求
職者の増加を背景に進められた。雇
用が不安定で低賃金、女性のみの業
界であることも批判の対象になって
いる。

3 ）専属ベビーシッター・・・託児を必
要とする家庭が雇用主となって契約
を結び、自宅に来て子どもの世話を
してもらう。専属ベビーシッターを
雇う場合も、家族手当公庫から援助
をもらえる。保育ママが少ないパリ
では専属ベビーシッターを頼むこと
が多い。

　
4 ）保育学校・・・ 3 歳から 6 歳の子ど

もが通う小学校教育準備を目的とし
た教育機関である。カリキュラムは
国で定めている。義務教育ではない
が就学率はほぼ100％である。公立
校が70％で無償である。学校なので
託児機関ではない。しかし、昼間、
託しておけるという意味では、託児
所の役割を果している。 3 歳以上の
子どもは100％託児している。母親
にとってありがたいのは給食がある
ことである。施設に余裕のある場
合 2 歳児の一部も受け入れている。
EU 内では他に例が無い。フランス
の女性の働き安さに大きく貢献して
いる。

　
5 ）アルト・ガルドリー（託児所）・・・
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も休日があるフランスになくてはな
らないシステムである。これらの
サービスは、自治体が統括している
ので低価格で利用可能である。

　このような子育ての支援施設のほ
かに、単親家族への行政からの援助
も充実しつつある。

1 ）単親手当・・・独身、死別、離別な
どの理由でパートナーがなく、一人
で子どもを産むことになる妊産婦や
死別、離別の理由で単親となった人
が対象、過去 3 ヶ月間の収入の平均
が単親手当ての最高額を下回る場合
に、離別、死別から 1 年半以内に申
請すれば受給できる。考慮される収
入は、給与、養育費、また給付金な
どの合計額である。給付される額は、
単親手当て最高額と収入総額の差額
に住宅援助が加算されたものとな
る。単親手当の最高額は12万円、住
宅援助が 1 万 7 千円である。

2 ）乳幼児迎え入れ手当・・・出産や養
子縁組で親になった人に与えられ
る。所得制限があり、単親家庭に限っ
たものではなく、夫婦ともに収入が
低い場合にも受給できる。期間は誕
生・養子受け入れから 3 歳の誕生日
の前月まで。給付額は2万8000円で
ある。

3 ）養育費補助手当・・・養育費に関す
る取り決めをした文章があるにもか
かわらず、 2 ヶ月以上、養育費の支
払いが滞っていることを証明できる
場合、家族手当公庫が、養育費取立

てを肩代わりするするとともに、一
時代に養育費相当額を支給する。

4 ）家族支援手当・・・片親に認知されず、
養育費などの援助が受けられない子
どもを持つ単親が申請できる。単親
のみが対象ではなく、両親を失った
孤児を引き取った保護者も受け取れ
る。支給額は 1 万4000円。両親とも
いない子どもの場合は 1 万8000円で
ある。

5 ）就職促進最低所得保障・・・受給資
格は25歳以上、もしくは扶養する子
を持つ生活困窮者である。外国人で
も3年以上正規滞在していれば資格
がある。仕事を探すことを条件に申
請できる。失業手当の給付期間を過
ぎて、求職者リストから外された場
合にも申請できる。支給額は子ども
が一人いる単親の場合10万7000円に
なる。 3 ヶ月ごと審査があるが、更
新できる。

6 ）住宅手当・・・単親家庭に限らず、
申請できる手当て。支給額は、住宅
の種類と世帯構成、職業状況と個人
所得などを考慮して算出される。

　また、結婚という制度に縛られな
い男女のカップルが結ぶ契約があ
る。パクスと呼ばれている。

<PACS>（連帯民事契約）・・・性別を問わ
ず、成人 2 人の間で共同生活を営むために
結ぶことができる契約で、1999年に結婚し
ないカップルに対する法の空白を埋めるた
めに成立。しかし、法的手続きを経なくと
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発言した。議会の採決では「フランス法が
進歩するまで待つべし」とした。しかしな
がら、フランスの主張では「すでに法的な
備えが完全に整っている。フランスの女性
は育児休暇を最低16週間とることができ、
出産の前後に取り分けてとることができ
る」と。しかし、EU 他国の指摘によれば、
この間の女性の給料は低く抑えられ、改善
の余地があるということである。
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